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逆風下でも堅調な業績
2013 年、ファーウェイのグローバル売上高は

４兆円規模に達し、ついにエリクソン社を抜い

て世界の通信機器メーカーの頂点に立った。そ

の後も業績を伸ばし続け、19 年度も米政府か

らの徹底的な制裁という逆風下でも堅調を維持

（図）。また、直近の 20 年６月上期も、新型コ

ロナ禍に見舞われたにもかかわらず、前年対比

13％増収という結果になっている。

設立からわずか 30 年で 170 カ国でビジネス

を展開、社員 19.4 万人（現地採用率 70％）の約

半数がR&Dだ。2005 年以降、R&D に毎年営業

利益を上回る額を投入し、累計 9.4 兆円。国際

特許出願数では、17 年以降３年連続世界１位

である。基礎研究から人材育成、オープンなエ

コシステム構築まで、包括的な取り組みで５G、

AI、クラウド開発をリードする企業に成長した。

有効な人材マネジメントとは
前月号で紹介したように「華為基本法（1998

年成立～現在に至る）」には「人材は企業のコア

コンピタンスではない。企業のコアコンピタン

スは有効な人材マネジメントである」（第２条「社

員」）とある。同社の独自の人材戦略と言えよう。

一般的に、他社は人材が最も重要なコアコン

ピタンスであり、よって人材育成施策や人事制

度が重要であると謳
うた

う企業が多い。これに対し

ファーウェイは採用した人材をどこに配置する

か、どのように役割・責任・権限を与えるか、

業績をどう評価するか、どう報酬で報いるかを

重視する。こうした運用こそが同社の「有効な

人材マネジメント」である、という筆者の仮説

を検証してみる。

実証 1　�常に自己批判を行わなければ、世界を
リードする企業にはなれない

1998 年に華為基本法が完成した時、本社に

記念碑が立てられ「ひとつの企業が安定して永

続するための基礎は、後継者たちが会社の革新

的価値観を受け継ぎ、自己批判能力を有してい

ることである」と刻まれた。同社には「自己批

判指導委員会」という組織がある。「真実を語

り、自己批判する勇気があり、他者からの批判
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（出所：華為　アニュアルレポート 2014～ 2019）
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図　直近５年間の業績推移


